
 

 
 
 
 
 
 

伊予市・中山町・双海町合併協議会 

第５回合併協議会 
 

会 議 資 料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日時 平成１６年７月８日（木）午後２時～ 

 

場所 双海町町民会館 ２階 大ホール 



伊予市・中山町・双海町合併協議会 

第 ５ 回 協 議 会 次 第 

 

日 時 ： 平成１６年７月８日（木）１４：００～ 

場 所 ： 双海町町民会館 ２階 大ホール 

 

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議 題 

 （１）協 議 

   ① 協議第１９号 各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて 

   ② 協議第２０号 各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて 

   ③ 協議第 ８ 号 議員定数及び任期の取扱いについて〔継続協議〕 

 

（２）その他 

第６回伊予市・中山町・双海町合併協議会の日程について 

 

 

４ 閉 会 
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協議第１９号 
 
 
   各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて 
 
 
 各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて、次のとおり確認を求める。 
 
 
  平成１６年７月８日提出 
 
 

伊予市・中山町・双海町合併協議会 
会長 中 村  佑 

 
 

記 
 

各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて 

１ 交通安全推進協議会及び交通指導員については、合併時に統合する。 

２ 交通安全啓発事業については、新市において調整する。 

３ 交通安全施設については、合併時に伊予市の例により調整する。 

４ 交通安全用具の支給については、合併時に調整する。 

５ 交通傷害保険については、合併時に中山町、双海町の例により調整す

る。 

 
  平成  年  月  日確認 
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協議第２０号 
 
 
   各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて 
 
 
 各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて、次のとおり確認を求める。 
 
 
  平成１６年７月８日提出 
 
 

伊予市・中山町・双海町合併協議会 
会長 中 村  佑 

 
 

記 
 

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて 

１ 消防団の組織については、合併時に調整する。 

２ 伊予市、中山町及び双海町の消防団員については、すべて新市の消

防団員として引き継ぐものとする。 

３ 任用、退職、分限、懲戒については、合併時に伊予市の例により調

整する。 

４ 消防団諸行事については、新市において調整する。 

５ 消防施設等については、新市において調整する。 

６ 災害対策本部については、合併時に調整する。 

７ 災害時の相互応援支援協定については、新市において速やかに再締

結をする。 

８ 地域防災計画及び水防計画については、新市において速やかに制度

を制定する。 

９ 防災会議については、合併時に伊予市の例により調整する。 

10 水防協議会は、合併時に廃止する。 

 
  平成  年  月  日確認
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協議第８号〔継続協議〕 
 
 
   議員定数及び任期の取扱いについて 
 
 
 議員定数及び任期の取扱いについて、次のとおり確認を求める。 
 
 
  平成１６年５月１３日提出 
 
 

伊予市・中山町・双海町合併協議会 
会長 中 村  佑 

 
 

記 
 

議員定数及び任期の取扱いについて 

１ 議会議員の定数及び任期については、市町村の合併の特例に関する法

律（昭和４０年法律第６号）に規定される特例措置は適用しない。 
 
２ 新市の議会議員の定数は、  人とする。 
 
３ 設置選挙に限り、合併前の３市町の区域ごとに選挙区を設け、各選挙

区の定数は次のとおりとする。 
    伊予市の区域     人 
    中山町の区域     人 
    双海町の区域     人 

 
  平成  年  月  日確認 
 



　［協議第８号 資料］

３ 市 町 の 議 会 の 状 況

調　査　項　目 伊　予　市 中　山　町 双　海　町

 法 定 数 26 14 18

 条例定数 18 14 14

 現 員 数 16 14 14

年４回
（３月､６月､９月､12月）

年４回
（３月､６月､９月､12月）

年４回
（３月､６月､９月､12月）

総務委員会　　  　６人
文教厚生委員会　６人
産業建設委員会　６人

総務常任委員会　　   ４人
文教福祉常任委員会 ５人
産業建設常任委員会 ５人

総務厚生委員会　５人
文教委員会　　  　４人
産業建設委員会　５人

平成１５年２月６日
～

平成１９年２月５日

平成１５年２月２５日
～

平成１９年２月２４日

平成１５年４月３０日
～

平成１９年４月２９日

専任　４人 専任　２人 専任　１人
臨時　１人

　市町村合併対策
　　　　特別委員会　18人

合併対策特別委員会 14人
合併対策特別委員会  14人
双海町議会広報委員会 5人

年４回　10,200部
(原則定例会の翌々月)

発行していない。
（町広報に随時掲載）

年５回　2,500部
(原則定例会の翌々月

及び６月)

１ 議 員 定 数

３ 常任委員会
　（委員会名・定数）

２ 定　例　会
　（回数、招集月）

７ 議会だより等
　　　　の発行状況
　（回数、部数）

５ 議会事務局
　（専任･兼務､臨時別)

６ 特別委員会
　（委員会名、定数）

４ 議 員 任 期

4



　
議

員
定

数
等

の
検

討
手

順

新
市

設
置

日

任
期

：
４

年
任

期
：

４
年

選
挙

(
新

市
の

設
置

日
か

ら
5
0
日

以
内

）

任
期

：
４

年

任
期

：
４

年

在
任

特
例

期
間

(
最

長
２

年
間

)

選
挙

※
　

4
6
人

は
、

各
市

町
の

条
例

定
数

の
合

計

合
併

の
方

式
は

新
設

(
対

等
)
合

併
と

す
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

た
め

、
３

市
町

の
議

会
議

員
は
合
併
の
日

の
前
日
を
も
っ
て
身

分
を
失
う
｡

新 市 の 議 会 議 員 の 定 数 を 協 議 ( 2 6 人 以 内 )

新
市

の
設

置
選

挙
を

行
う

｡

合
併

特
例

法
の

特
例

を
適

用
し

な
い

。

合
併

特
例

法
の

特
例

を
適

用
す

る
。

在
任

特
例

を
適

用
す

る
。

３ 市 町 議 会 の 議 決

新 市 の 選 挙 区 ご と の 定 数 を 協 議
任

期
：

４
年

３ 市 町 は 当 該 定 数 を 告 示

条
例

定
数

(
2
6
人

以
内

)
条

例
定

数
(
2
6
人

以
内

)

　
5
2
人

(
法

定
数

の
2
倍

　
以

内
)

条
例

定
数

(
2
6
人

以
内

)

条
例

定
数

(
2
6
人

以
内

)
4
6
人

定
数

特
例

を
適

用
す

る
｡

※
　

法
定

数
の

2
倍

ま
で

を
　

定
数

と
し

選
挙

を
行

う
。

　
最

多
5
2
人

※
　

３
市

町
の

議
員

の
全

員
　

が
引

き
続

き
在

任
す

る
。

　
最

長
２

年
間

新 市 の 選 挙 区 の 設 置 を 協 議

新
市

の
設

置
選

挙
を

行
う

｡

5



（１） 人口比例配分

（単位：人）

選　　　　挙　　　　区 伊予市 中山町 双海町 計

30,547 4,541 5,417 40,505

20 3 3 26
(19.61) (2.91) (3.48) (26.00) 

1,527 1,514 1,806 Ａ 1,558

19 3 3 25
(18.86) (2.80) (3.34) (25.00) 

1,608 1,514 1,806 Ｂ 1,620

18 3 3 24
(18.10) (2.69) (3.21) (24.00) 

1,697 1,514 1,806 Ｃ 1,688

17 3 3 23
(17.35) (2.58) (3.08) (23.01) 

1,797 1,514 1,806 Ｄ 1,761

17 2 3 22
(16.59) (2.47) (2.94) (22.00) 

1,797 2,271 1,806 Ｅ 1,841

16 2 3 21
(15.84) (2.35) (2.81) (21.00) 

1,909 2,271 1,806 Ｆ 1,929

15 2 3 20
(15.08) (2.24) (2.68) (20.00) 

2,036 2,271 1,806 Ｇ 2,025

14 2 3 19
(14.33) (2.13) (2.54) (19.00) 

2,182 2,271 1,806 Ｈ 2,132

14 2 2 18
(13.58) (2.02) (2.41) (18.01) 

2,182 2,271 2,709 Ｉ 2,250

13 2 2 17
(12.82) (1.91) (2.27) (17.00) 

2,350 2,271 2,709 Ｊ 2,383

12 2 2 16
(12.06) (1.79) (2.14) (15.99) 

2,546 2,271 2,709 Ｋ 2,532

11 2 2 15
(11.31) (1.68) (2.01) (15.00) 

2,777 2,271 2,709 Ｌ 2,700

22

　各選挙区における議員の定数は、原則として人口に比例して条例で定めることになってい
るが、市町村合併等の場合においては、人口に比例しないで定めることができる。
　そこで議員の定数を選挙区ごとに配分する場合には、次のような定数配分が考えられる。

23

　公職選挙法の原則のとおり人口に比例して議員定数を配分した場合の各選挙区の定数は、
次のようになる。

26

25

24

 議　 員　 定　 数　　   ③

H12年国勢調査人口　①

 議　 員　 定　 数　　   ②

議員
定数

 議　 員　 定　 数　　   ⑥

 議　 員　 定　 数　　   ④
　( 配　当　基　数 )　①／Ｃ

議員１人当たり人口 ①／④

 議　 員　 定　 数　　   ⑤

　( 配　当　基　数 )　①／Ａ

議員１人当たり人口 ①／②

　( 配　当　基　数 )　①／Ｂ

議員１人当たり人口 ①／③

　( 配　当　基　数 )　①／Ｅ

議員１人当たり人口 ①／⑥

　( 配　当　基　数 )　①／Ｄ

議員１人当たり人口 ①／⑤

21
 議　 員　 定　 数　　   ⑦

　( 配　当　基　数 )　①／Ｆ

議員１人当たり人口 ①／⑦

20
 議　 員　 定　 数　　   ⑧

　( 配　当　基　数 )　①／Ｇ

議員１人当たり人口 ①／⑧

19
 議　 員　 定　 数　　   ⑨

　( 配　当　基　数 )　①／Ｈ

議員１人当たり人口 ①／⑨

 議　 員　 定　 数　　   ⑪
　( 配　当　基　数 )　①／Ｊ

議員１人当たり人口 ①／⑪

18
 議　 員　 定　 数　　   ⑩
　( 配　当　基　数 )　①／Ｉ

議員１人当たり人口 ①／⑩

選挙区ごとの定数について

15
 議　 員　 定　 数　　   ⑬

　( 配　当　基　数 )　①／Ｌ

議員１人当たり人口 ①／⑬

16
 議　 員　 定　 数　　   ⑫

　( 配　当　基　数 )　①／Ｋ

議員１人当たり人口 ①／⑫

17
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 （２） 均等配分と人口比例配分

（単位：人、倍）
選　　挙　　区 伊予市 中山町 双海町

30,547 4,541 5,417

18 4 4
1,697 1,135 1,354

17 4 5
1,797 1,135 1,083

16 5 5
1,909 908 1,083

14 6 6
2,182 757 903

18 3 4
1,697 1,514 1,354

16 4 5
1,909 1,135 1,083

15 5 5
2,036 908 1,083

14 5 6
2,182 908 903

17 3 4
1,797 1,514 1,354

16 4 4
1,909 1,135 1,354

14 5 5
2,182 908 1,083

13 5 6
2,350 908 903

16 3 4
1,909 1,514 1,354

15 4 4
2,036 1,135 1,354

13 5 5
2,350 908 1,083

12 5 6
2,546 908 903

2.593

2.82

1.79

1.76

2.24

2.42

1.33

1.68

2.40

2.60

1.41

1.66

2.10

2.88

1.25

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議　　員　　定　　数

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議　　員　　定　　数

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

　公職選挙法の例外を適用して選挙区ごとに議員定数を均等配分し、残る議員定

数を人口に比例して配分した場合の選挙区ごとの定数は、次のとおりである。

　ただし、人口に比例しないで議員定数を定めることができるのは、合併に伴う

設置選挙に限って適用することができる制度であり、第２回以降の一般選挙は人

口に比例した定数となる。

議員１人当たり人口

H12年国勢調査人口

議　　員　　定　　数
1

人口の
較　差

1.50

議員
定数

均等
配分

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

2

3

4

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

3

4

議　　員　　定　　数
1

4

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

1

2

2

3

4

23

24

25

26

1

2
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（単位：人、倍）
選　　挙　　区 伊予市 中山町 双海町

30,547 4,541 5,417H12年国勢調査人口
人口の
較　差

議員
定数

均等
配分

15 3 4
2,036 1,514 1,354

14 4 4
2,182 1,135 1,354

13 4 5
2,350 1,135 1,083

12 5 5
2,546 908 1,083

15 3 3
2,036 1,514 1,806

13 4 4
2,350 1,135 1,354

12 4 5
2,546 1,135 1,083

11 5 5
2,777 908 1,083

14 3 3
2,182 1,514 1,806

12 4 4
2,546 1,135 1,354

11 4 5
2,777 1,135 1,083

10 5 5
3,055 908 1,083

13 3 3
2,350 1,514 1,806

12 3 4
2,546 1,514 1,354

11 4 4
2,777 1,135 1,354

9 5 5
3,394 908 1,083

12 3 3
2,546 1,514 1,806

11 3 4
2,777 1,514 1,354

10 4 4
3,055 1,135 1,354

8 5 5
3,818 908 1,083

2.17

2.80

1.50

1.92

議　　員　　定　　数

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議員１人当たり人口

議　　員　　定　　数

議員１人当たり人口

議　　員　　定　　数

議　　員　　定　　数

1

2

3

4

22

21

1
議　　員　　定　　数

1.34
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

2.07
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

2.35
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

3.06
議員１人当たり人口

20

1
議　　員　　定　　数

1.44
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

2.24
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

2.56
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

3.36
議員１人当たり人口

19

1
議　　員　　定　　数

1.55
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

1.88
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

2.45
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

3.74
議員１人当たり人口

18

1
議　　員　　定　　数

1.68
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

2.05
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

2.69
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

4.20
議員１人当たり人口
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（単位：人、倍）
選　　挙　　区 伊予市 中山町 双海町

30,547 4,541 5,417H12年国勢調査人口
人口の
較　差

議員
定数

均等
配分

11 3 3
2,777 1,514 1,806

10 3 4
3,055 1,514 1,354

9 4 4
3,394 1,135 1,354

8 4 5
3,818 1,135 1,083

11 2 3
2,777 2,271 1,806

10 3 3
3,055 1,514 1,806

8 4 4
3,818 1,135 1,354

7 4 5
4,364 1,135 1,083

10 2 3
3,055 2,271 1,806

9 3 3
3,394 1,514 1,806

7 4 4
4,364 1,135 1,354

6 4 5
5,091 1,135 1,083

17

1
議　　員　　定　　数

1.83
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

2.26
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

2.99
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

3.53
議員１人当たり人口

16

1
議　　員　　定　　数

1.54
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

2.02
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

3.36
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

4.03
議員１人当たり人口

15

1
議　　員　　定　　数

1.69
議員１人当たり人口

2
議　　員　　定　　数

2.24
議員１人当たり人口

3
議　　員　　定　　数

3.84
議員１人当たり人口

4
議　　員　　定　　数

4.70
議員１人当たり人口

9
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第６回伊予市・中山町・双海町合併協議会の日程について 

 
 

○ 開催日程 
 日 時：平成１６年 ７ 月２２日（木） 午前９時３０分から 

     場 所：伊予市 市民会館 ４階 会議室 

 

 
伊予市・中山町・双海町合併協議会会議開催状況 

 
 〔 開 催 実 績 〕 

 開催市町 開 催 場 所 開  催  日  時 

第１回 中 山 町 中山町農業総合ｾﾝﾀｰ 平成１６年 ４月 ８日（木）１５：３０～

第２回 双 海 町 双海町町民会館 平成１６年 ５月１３日（木）１４：００～

第３回 伊 予 市 伊予市市民会館 平成１６年 ６月１０日（木）１４：００～

第４回 中 山 町 中山町農業総合ｾﾝﾀｰ 平成１６年 ６月３０日（水） ９：３０～

第５回 双 海 町 双海町町民会館 平成１６年 ７月 ８日（木）１４：００～

 



協議第１９号　各種事務事業（交通安全関係）の取扱い　 ・・・・・・　１

協議第２０号　各種事務事業（消防防災関係）の取扱い 　・・・・・・　６

伊予市・中山町・双海町合併協議会

第５回会議附属資料



協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
　交通安全県民総ぐるみ運動実施要
綱に基づき、各種交通安全対策を推
進していくためにも、合併時に組織を
整えなければならない。

　交通安全県民総ぐるみ運動実施要
綱に基づき、新市の実状に応じた活
動をする。

　伊予市を参考にし、新たな組織を整
える。なお、理事については、市全体
で交通安全対策を推進することから、
各種団体長等を選任する。詳細につ
いては、合併に対する各種団体の対
応を考慮に入れ検討する。

　合併時に伊予市の例により交通安
全対策会議を設置するとともに交通
安全計画を策定する。

【名称】
　伊予市交通安全推進協議会

【団体の目的】
　交通の安全を確保し、交通の円滑化
を図るために関係機関、団体等が相互
に緊密な連絡を保ち、効果的な交通安
全対策を樹立、推進する。

【活動内容等】
・春・秋・年末の交通安全運動の街頭
啓発
・毎月20日の街頭指導
・町行事時の交通整理
　
【組織構成】
・会長…市長
・副会長…助役、教育長、議長
・顧問…伊予警察署長、伊予交通安全
協会長
・理事…各種団体長

【名称】
　伊予市交通安全対策会議

【団体の目的】
　激増する交通事故の現状にかんがみ
交通の安全を確保し、交通の円滑化を
図るために関係機関、団体等が相互に
緊密な連絡を保ち、効果的な交通安全
対策を樹立、推進する。
　
【組織構成】
・会長…市長
・副会長…助役
・会員…収入役、教育長、国・県・市等
の職員

【名称】
　中山町交通安全推進協議会

【団体の目的】
　交通安全の保持を図るため

【活動内容等】
　毎年、春・秋の交通安全運動実施前
に推進協議会を開催し、町内各関係団
体の交通安全の意識高揚を図る。

【組織構成】
・会長…町長
・副会長…助役、伊予交通安全協会中
山支部長
・顧問…議長、収入役、教育長、伊予
警察署長・交通課長、駐在所長
・理事…各種団体長

交 通 安 全
推 進 協 議 会

【名称】
　双海町交通安全推進協議会

【団体の目的】
　交通安全の保持を図るため

【活動内容等】
・春・秋の交通安全運動の街頭啓発
・毎月20日の街頭指導
・町行事時の交通整理

【組織構成】
・会長…町長
・事業を推進するために交通指導員を
置いている。

協議第１９号附属資料

交通安全推進協議会及び交通指導員については、合併時に統合する。

各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

交通安全事業

１



協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
　合併時に統合し、任期は合併時か
ら2年とし、現在の交通指導員を再委
嘱できることとする。最初の2年間は、
現在各市町で定めている人数（計60
人）で活動し、新市の活動状況を考
慮に入れ、次任期の時に調整する。

　委嘱については、伊予市の例により
調整する。

【指導員の任務】
　指導員は、市長の命令により警察機
関及び交通安全推進機関等との緊密
な連絡を図り、交通の安全指導を行い
もって交通秩序の保持及び交通事故
の防止に努める。

【委嘱】
　指導員は、次の各号に掲げる者の中
から市長が、委嘱する。
（1）伊予市交通安全協会支部長の推
薦する者
（2）市長が特に交通安全の推進に熱意
を有し、適任と認める者

【人員及び任期】
　指導員に委嘱する人員は32人とす
る。任期は2年とし、再委嘱することがで
きる。

【公務災害補償】
　「議会の議員及びその他非常勤の職
員の公務災害補償等に関する条例」を
適用する。

【指導員の任務】
　指導員は、町長の命令により警察機
関及び交通安全推進機関等との緊密
な連絡を図り、交通の安全指導を行い
もって交通秩序の保持及び交通事故
の防止に努める。

【委嘱】
　指導員は、交通安全の推進に熱意を
有する者の中から町長が委嘱する。

【人員及び任期】
　指導員の委嘱する人員は、13人とす
る。任期は2年とし、再委嘱することがで
きる。

【公務災害補償】
　「非常勤の職員の公務災害補償等に
関する条例」を適用する。

交 通 指 導 員

【指導員の任務】
  指導員は、町長の命令により警察機
関及び交通安全推進機関等との緊密
な連絡を図り、交通の安全指導を行い
もって交通秩序の保持及び交通事故
の防止に努める。

【委嘱】
　指導員は、交通安全の推進に熱意を
有する者の中から町長が委嘱する。

【人員及び任期】
　指導員に委嘱する人員は、15人とす
る。任期は2年とし、再委嘱することがで
きる。

【公務災害補償】
　「双海町非常勤の職員の公務災害補
償等に関する条例」を適用する。

協議第１９号附属資料

交通安全推進協議会及び交通指導員については、合併時に統合する。

各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

交通安全事業

２



協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
【交通安全啓発事業の概要】
　春・秋の交通安全運動を中心に実施
している。

【街頭指導について】
　毎月20日の交通安全の日と春・秋の
交通安全運動期間中に、役場駐車場
前県道と下灘地区交差点の町内2か所
で街頭指導を行う。

【その他の交通安全運動】
　交通茶屋の協力、広報車及び防災行
政無線による啓発活動などを実施して
いる。

　基本的には県の交通安全県民総ぐ
るみ運動実施要綱に基づいて活動
するが、交通事情が地域によって異
なるので、それぞれの地域に応じた
活動を展開していかなければならな
い。

　街頭指導は、毎月20日、春・秋・年
末の全国交通安全運動期間中に実
施する。

【交通安全啓発事業の概要】
　春・秋・年末の交通安全運動を中心
に実施している。

【街頭指導について】
　毎月20日の交通安全の日と春・秋・年
末の交通安全運動期間中に、伊予市
役所前交差点で街頭指導を行う。

【その他の交通安全運動】
　交通茶屋の協力、広報紙による啓発
活動などを実施している。

【交通安全啓発事業の概要】
　春・秋・年末の交通安全運動を中心
に実施している。

【街頭指導について】
　毎月20日の交通安全の日と春・秋・年
末の交通安全運動期間中に、町内校
区の主要交差点で街頭指導を行う。

【その他の交通安全運動】
　交通茶屋の協力、広報紙や行政防災
無線を使った町民への啓発活動を行っ
ている。

協議第１９号附属資料

交通安全啓発事業については、新市において調整する。

各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

交通安全事業

交 通 安 全
啓 発 事 業

３



協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

交通安全用具の支給については、合併時に調整する。

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

交 通 安 全
用 具 の 支 給

【目的】
　交通安全用具を支給することにより、
交通安全思想の普及徹底を図る。

【支給品・支給対象者】
　・こじかクラブワッペン　　新入園児
　・こじかクラブ手帳　　　　新入園児
　　　　　　　　　　　　　　　　　保護者
　・登校班旗　　　　　　　　各小学校
　・黄色帽子　　　　　　　　各小学校新
入
                                　生
　・サイクルキャップ　　　　各中学校新
                                　入生

【目的】
　交通安全用具を支給することにより、
交通安全思想の普及徹底を図る。

【支給品・支給対象者】
　・こじかクラブワッペン　幼稚園・保育
                                所園児
　・こじかクラブ手帳　　　幼稚園・保育
                               所園児の保護
者

【目的】
　交通安全用具を支給することにより、
交通安全思想の普及徹底を図る。

【支給品・支給対象者】
　・こじかクラブワッペン　　　新入園児
　・こじかクラブ手帳　　　　　新入園児
保
                                     護者
　

　交通安全用具を支給することは、交
通安全思想の普及徹底につながるた
め、今後も継続する必要がある。

・こじかクラブワッペン・手帳は、県の
補助がなくなり、取扱業者も大量の注
文がないと製造しないことから支給を
中止する。
・黄色帽子は、小学校新入生に支給
・サイクルキャップは、中学校新入生
に支給
・登校班旗（自治班旗）は、希望があ
れば小学校に支給

協議第１９号附属資料

交通安全施設については、合併時に伊予市の例により調整する。

各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

交通安全事業

　車社会の現在、交通事故防止は国
民全ての願いであり予算の許す範囲
で整備を行い、内容の充実している
伊予市の例により調整する。

　道路交通安全上必要な施設は、整
備する。

　交通安全特別交付金に基づいて予
算を計上し、事業を実施する。

【事業目的】
　道路交通の安全を図るための施設整
備・維持管理

【概要】
　交通安全施設（防護柵、区画線）の新
設・修繕
　街路灯、照明灯の新設、修繕

　交通安全施設の新設については、主
に地元自治会からの要望・報告により
整備する。維持修繕については、主に
地元自治会・市民からの要望・報告に
より維持修繕箇所の把握又はパトロー
ルによる把握。

【交通安全対策特別交付金】
　交通違反反則金を交通事故件数に
応じて国が交付するもの
　反射鏡・ガ－ドレ－ル・区画線・標識
等の設置、管理に要する費用に充当さ
れる。

【事業目的】
　道路交通の安全を図るための施設整
備・維持管理

【概要】
　交通安全施設の新設・修繕
　
　交通安全施設の新設については、主
に地元自治会からの要望・報告により
整備する。維持修繕については、主に
地元自治会・町民からの要望・報告に
より維持修繕箇所の把握又はパトロー
ルによる把握。

【交通安全対策特別交付金】
　交通違反反則金を交通事故件数に
応じて国が交付するもの
　反射鏡・ガ－ドレ－ル・区画線・標識
等の設置、管理に要する費用に充当さ
れる。

交 通 安 全 施 設

【事業目的】
　道路交通の安全を図るための施設整
備・維持管理

【概要】
　交通安全施設の新設・修繕

　交通安全施設の新設については、主
に地元自治会からの要望・報告により
整備する。維持修繕については、主に
地元自治会・町民からの要望・報告に
より維持修繕箇所の把握又はパトロー
ルによる把握。

【交通安全対策特別交付金】
　交通違反反則金を交通事故件数に
応じて国が交付するもの
　反射鏡・ガ－ドレ－ル・区画線・標識
等の設置、管理に要する費用に充当さ
れる。

４



協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第１９号附属資料

交通傷害保険については、合併時に中山町、双海町の例により調整する。

各種事務事業（交通安全関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

交通安全事業

　交通災害に遭われた方々の経済的
な負担を少しでも軽減するため、新市
においても取り組む必要がある。
　事故認定の専門性、及び見舞金額
の増加による財政負担を軽減するた
め、組合もしくは民間保険会社に加
入する。
　また、下記の理由により、双海町・中
山町の例により市町村交通災害共済
組合に加入する。
　・他保険より掛金が安い。
　・交通事故証明が得られない場合
　　は申立書で可。
　・むち打ち症も見舞金の対象とな
　　る。
　・航空機、船舶事故も見舞金の対象
　　となる。
　・他保険と比較し、見舞金が若干多
　　い。

【保険会社等】
　日本興亜損害保険会社

【目的】
　交通事故による傷害を受けた者を救
済するため、市民交通傷害保険を設
け、もって市民の生活の安定と福祉の
増進に寄与することを目的とする。

【加入資格】
　市内に住所を有する者もしくは市内に
通勤・通学しているもの。

【掛け金】
　一人年間600円　（月額50円）

【奨励金制度】
　10人以上で加入申込を行った団体に
1人当たり20円の奨励金を交付する。

【共済期間】
　１年間

【保険会社等】
　愛媛県市町村交通災害共済組合

【目的】
　日本国内で交通事故により災害をう
けた愛媛県市町村交通災害共済組合
を組織する市町村の住民、又はその遺
族を共済するための事業を実施し、もっ
て住民福祉の増進に寄与することを目
的とする。

【加入資格】
　組合市町村の区域内に居住し、住民
基本台帳に記録され、又は外国人登録
をしている者とする。ただし、交通災害
共済加入者の被扶養者であって、組合
市町村外に居住する者にあっては、こ
の限りでない。

【掛け金】
　一人年間600円（一般の者）
  一人年間250円（中学生以下の者）

【交付金】
　当該年度に交通災害共済に加入した
人員に対し、一人当たり35円乗じた金
額を愛媛県市町村交通災害共済組合
中山支部へ交付金として送金される。
　・前期支部交付金（当該年度4月1日
～9月30日までの加入到着人員は、当
該年度10月末日に）
　・後期支部交付金（当該年度10月1日
～翌年3月31日までの加入到着人員
は、当該年度3月末日に）

【共済期間】
　１年間

交 通 傷 害 保 険

【保険会社等】
　愛媛県市町村交通災害共済組合

【目的】
　日本国内で交通事故により災害をう
けた愛媛県市町村交通災害共済組合
を組織する市町村の住民、又はその遺
族を共済するための事業を実施し、もっ
て住民福祉の増進に寄与することを目
的とする。

【加入資格】
　組合市町村の区域内に居住し、住民
基本台帳に記録され、又は外国人登録
をしている者とする。ただし、交通災害
共済加入者の被扶養者であって、組合
市町村外に居住する者にあっては、こ
の限りでない。

【掛け金】
　一人年間600円（一般の者）
  一人年間250円（中学生以下の者）

【交付金】
　当該年度に交通災害共済に加入した
人員に対し、一人当たり35円乗じた金
額を愛媛県市町村交通災害共済組合
双海支部へ交付金として送金される。
　・前期支部交付金（当該年度4月1日
～9月30日までの加入到着人員は、当
該年度10月末日に）
　・後期支部交付金（当該年度10月1日
～翌年3月31日までの加入到着人員
は、当該年度3月末日に）

【共済期間】
　１年間

５



協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第２０号附属資料

消防団の組織については、合併時に調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業

【消防組織】
　町長　　団長　1名
　副団長　2名　団員・女性団員
　
【第1分団】
　団員数：定数33名　実員31名
　地　域：灘町、城ノ下、両谷
　構　成：分団長1名、班長5名、団員25名
【第2分団】
　団員数：定数33名　実員31名
　地　域：久保、三島、岡、日尾野、柆野、
           東峰、犬寄、大栄、奥大栄、高見
　構　成：分団長1名、班長5名、団員25名
【第3分団】
　団員数：定数33名　実員31名
　地　域：小網、高野川
　構　成：分団長1名、班長5名、団員25名
【第4分団】
　団員数：定数32名　実員30名
　地　域：本郷、塩屋、唐崎
　構　成：分団長1名、班長5名、団員24名
【第5分団】
　団員数：定数32名　実員29名
　地　域：上浜、下浜
　構　成：分団長1名、班長5名、団員23名
【第6分団】
　団員数：定数32名　実員30名
　地　域：本谷、石久保、富岡、奥東、
　　　　　奥西、閏住、日喰
　構　成：分団長1名、班長5名、団員24名
【第7分団】
　団員数：定数32名　実員30名
　地　域：満野浜、満野空、松尾、壺神、
　　　　　本村、池ノ久保、富貴
　構　成：分団長1名、班長5名、団員24名
【役場消防班】
　団員数：定数20名　実員20名
　構　成：役場職員で構成
　　　　　　班長1名、班員19名

　新市の消防団組織は、伊予市の組
織機構が適当なので伊予市を現状
維持で4分団、双海町を2分団、中山
町を3分団とし、合計9分団とする。

　消防団員数は、現状維持とする。
 
　団長　　　　1名
　副団長　　 3名
  分団長　 　9名（各分団1名）
　副分団長　9名（各分団1名）
　部長
　班長
　団員・女性団員

　（組織図を添付資料に記載）
　
　
　　双海町の役場消防班は解散し、
分団に配属する。

　

消 防 組 織 機 構

【消防組織】
　市長　　団長　1名
　副団長　2名　団員・女性団員
　
【第1分団】
　団員数: 定員87名　実員87名
　地　域: 大平地区
　構　成: 分団長1名　副分団長1名
　          部長4名　班長16名　 団員65名

【第2分団】
　団員数: 定員87名　実員87名
　地　域: 中村地区
　構　成: 分団長1名　副分団長1名
　　　　　部長5名　　班長10名　 団員70名

【第3分団】
　団員数: 定員117名　実員113名
　地　域: 本庁地区
　構　成: 分団長1名　副分団長1名
　　　　　部長7名　　班長23名　 団員81名

【第4分団】
　団員数: 定員117名　実員117名
　地　域: 上野地区
　構　成: 分団長1名　副分団長1名
　　　　　部長6名　　班長23名　 団員86名

【消防組織】
  町長　　団長　1名
  副団長　2名　団員・女性団員

【第1分団】
　団員数：定員39名　実員:35名
  地　域：中山地区
　構　成：分団長1名　　副分団長1名
　　　　　　　班　長6名　　団員27名

【第2分団】
　団員数：定員38名　実員35名
　地　域：出渕地区
　構　成：分団長1名　　副分団長1名
　　　　　　　班　長6名　　団員27名

【第3分団】
　団員数：定員43名　実員38名
　地　域：永木地区
　構　成：分団長1名　　副分団長1名
　　　　　　　班長6名　　団員30名

【第4分団】
　団員数：定員43名　実員41名
　地　域：野中地区
　構　成：分団長1名　　副分団長1名
　　　　　　　班長6名　　団員33名

【第5分団】
　団員数：定員36名　実員34名
　地　域：佐礼谷下線地区
　構　成：分団長1名　　副分団長1名
　　　　　　班長6名　　団員26名

【第6分団】
　団員数：定員28名　実員24名
　地　域：佐礼谷上線地区
　構　成：分団長1名　　副分団長1名
　　　　　　班長4名　　団員18名

 ６



添付資料

※　伊予市を現状維持とし、双海町は第1･2･3･4分団を第5分団、第5･6･7分団を第6分団とし、中山町は第1･3分団を第7分団、第2･4分団を第8分団、第5･6分団を第9分団とした。
※　副団長は、各市町から1名選出することとした。

団員 団員

副団長 副団長 副団長

第９分団
分団長 １名

副分団長１
名

部長　２名

班長　１０名

団員

副分団長１
名

部長　２名

班長　１２名

副分団長１
名

部長　２名

班長　１２名

副分団長１
名

第１分団
分団長 １名

副分団長１
名

団員

第５分団
分団長 １名

副分団長１
名

部長　４名

班長　２０名

団員

第６分団
分団長 １名

班長　１５名

第４分団
分団長 １名

副分団長１
名

部長　６名

班長　２３名

副分団長１
名

部長　３名

団員

第２分団
分団長 １名

副分団長１
名

部長　５名

班長　１０名

団員

部長　４名

班長　１６名

行政・消防分科会分科会名

第３分団
分団長 １名

団長

市長

消防本部

第７分団
分団長 １名

第８分団
分団長 １名

女性団員
１２名

事務事業名

専門部会名

消防組織機構

総務部会

部長　７名

班長　２３名

団員 団員

７



協 議 項 目

細 項 目

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
【任用】
　消防団長は、消防団の推薦に基づき
町長が任命
　団長及び副団長の任期は2年とし、再
任できる。
　分団長、班長、その他の団員は、団
長が次の各号の資格を有する者のうち
から町長の承認を得て任用する。
（１）当該消防団の区域に居住し、又は
勤務する者
（２）年齢18歳以上の者
（３）志操堅固でかつ身体強健な者

【分限】
　次の各号の1に該当する場合は、これ
を降任又は免職することができる。
　(1)勤務実績が良くない場合
　(2)心身の故障のため、職務の遂行に
支障があり、これにたえられない場合
　(3)消防団員に必要な的確性を欠く場
合
　(4)定数の改廃又は予算の減少により
過員を生じた場合
　

　任用は、消防団の推薦に基づき新
市長が任用する方式が適当であるた
め、伊予市の例により調整する。

　退職についても、条例化するのが適
当であるため、伊予市の例により調整
する。

　分限についても、条例化するのが適
当であるため、伊予市の例により調整
する。

任 免

【任用】
　消防団長は消防団の推薦に基づき市
長が、その他の団員は団長が次の各号
の資格を有する者のうちから、市長の
承認を得て任用する。
　(1)本市内に居住し、年齢18歳以上の
者
　(2)志操堅固で、かつ、身体強健な者

【退職】
　団員が退職しようとするときは、文書で
任命権者に願い出て、その許可を得な
ければならない。

【分限】
　任命権者は、団員が次の各号の一に
該当する場合においては、これを降任
し、又は免職することができる。
　(1)勤務実績が良くない場合
　(2)心身の故障のため、職務の遂行に
支障があり又はこれに堪えない場合
　(3)前2号に規定する場合のほか、団
員に必要な適格性を欠く場合
　(4)定員の改廃又は予算の減少により
過員を生じた場合

【任用】
　消防団長は消防団の推薦に基づき町
長が、その他の団員は団長が次の各号
の資格を有する者から町長の承認を得
て任用する。
　(1)当該消防団の区域内に居住する
者、又は勤務する者
　(2)年齢18歳以上の者
　(3)志操堅固で、かつ、身体強健な者

【分限】
　任命権者は、団員が次の各号のいず
れかに該当する場合においては、これ
を降任し、又は免職することができる。
　(1)勤務実績が良くない場合
　(2)心身の故障のため、職務の遂行に
支障があり、又はこれにたえない場合
　(3)前2号に規定する場合のほか、消
防団に必要な適格性を欠く場合
　(4)定数の改廃又は予算の減少により
過員を生じた場合

協議第２０号附属資料

任用、退職、分限、懲戒については、合併時に伊予市の例により調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業

調 整 方 針
伊予市、中山町及び双海町の消防団員については、すべて新市の消防団員として引き継ぐものとする。

８



協 議 項 目

細 項 目

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第２０号附属資料

任用、退職、分限、懲戒については、合併時に伊予市の例により調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業

調 整 方 針
伊予市、中山町及び双海町の消防団員については、すべて新市の消防団員として引き継ぐものとする。

　懲戒についても、条例化するのが適
当であるため、伊予市の例により調整
する。

【懲戒】
　任命権者は、団員が次の各号の一に
該当するときは、懲戒処分として、戒
告、停職又は免職することができる。
　(1)消防に関する法令並びに条例又
は規則に違反したとき
　(2)職務上の義務に違反し又は職務を
怠ったとき
　(3)団員としてふさわしくない非行が
あったとき
2　停職は、1月以内の期間を定めて行
う

【懲戒】
　任命権者は、団員が次の各号の1に
該当するときは、懲戒処分として、戒
告、停職又は免職することができる。
（1）消防に関する法令並びに条例又は
規則に違反したとき
（2）職務上の義務に違反し、又は職務
を怠ったとき
（3）団員としてふさわしくない非行が
あったとき
2　停職は、1月以内の期間を定めて行
う

任 免

【懲戒】
　次の各号の1に該当するときは、懲戒
処分として戒告、停職又は免職すること
ができる。
　(1)消防に関する法令並びに条例又
は規則に違反したとき
　(2)職務上の義務に違反し、又は職務
を怠ったとき
　(3)団員としてふさわしくない非行が
あったとき
2　停職は、1月以内の期間を定めて行
う
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第２０号附属資料

消防団諸行事については、新市において調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業

【双海町消防団諸行事】
 4月 幹部会「（班長以上）」
　　 伊予地区消防団連合会評議員及び
     消防主任会議
　　 伊予地区消防団連合会総会
　　 愛媛県消防協会中予支部総会（春）
 

 5月 消防殉職者慰霊祭、愛媛県消防大
      会
 

 6月 女性消防団員特別教育1日入校（消
     防学校）
     町外施設等研修
　　 幹部会（分団長以上）
 
 7月 伊予地区消防団連合会評議員及び
     消防主任会議
　　 規律訓練．幹部会（班長以上）
 

 8月 愛媛県消防操法伊予地区大会練習
     （奇数年）
     伊予地区消防団連合会夏季訓練（偶
     数年）
　
　

 9月 愛媛県消防操法伊予地区大会（奇
     数年）
     愛媛県消防操法大会（偶数年）
　　 女性消防団全国大会
     伊予地区消防団連合会評議員及び
     消防主任会議

　消防団諸行事
　辞令交付式、新入団員初任教育訓練
　水利調査、土砂災害危険箇所調査
　操法大会
　夏季訓練
　総合防災訓練、火災防ぎょ訓練
　年末特別警戒
　出初式（1月実施が2市町あるから、1
月実施とする）
　定例幹部会（随時）
　その他行事は、消防団幹部（副分団
長以上）で協議決定する。
　
　新市において早急に行われる行事
は、合併前に調整しておく。

消防団の諸行事

【伊予市消防団諸行事】
 4月 辞令交付式
　　　伊予地区消防団連合会評議員及び
　　　消防主任会議
　    伊予地区消防団連合会総会
　    愛媛県消防協会中予支部総会（春）
 　   新入団員初任教育訓練

 5月 消防殉職者慰霊祭、愛媛県消防大
      会
      消防団幹部（部長以上）研修（偶数
      年）
 　   消防水利調査（1か月間）
 　   水防訓練

 6月 土砂災害危険箇所調査（該当地区
　　　分団長）
 　   伊予市消防団操法大会訓練（奇数
      年）

 7月 伊予地区消防団連合会評議員及び
　　　消防主任会議
 　   伊予市消防団操法大会（奇数年）
 　   住吉商工祭警備

 8月 愛媛県消防操法伊予地区大会訓練
　　　（奇数年）
　    伊予地区消防団連合会夏季訓練
　　　（偶数年）
 

 9月 愛媛県消防操法伊予地区大会（奇
      数年）
 　   愛媛県消防操法大会（偶数年）
 　   女性消防団員全国大会
　    伊予地区消防団連合会評議員及び
　　　消防主任会議
      伊予市消防団夏季訓練

【中山町消防団諸行事】
 4月 辞令交付消防団幹部会
 　   伊予地区消防団連合会評議員及び
　　  消防主任会議
　　  伊予地区消防団連合会総会
　　  愛媛県消防協会中予支部総会（春）
 

 5月 消防殉職者慰霊祭、愛媛県消防大
      会
 

 6月 操法訓練開始（奇数年）
 

 7月 伊予地区消防団連合会評議員及び
      消防主任会議
 　　 中山町消防団　幹部会
 　　 夏祭花火警備

 8月 伊予地区消防操法大会練習（奇数
      年）
      伊予地区消防団連合会夏季訓練
      （偶数年）
      夏季早朝訓練
　　  （大規模建物、長距離送水訓練）
  　  中山町消防操法大会（奇数年）
 　　 中山町規律訓練（偶数年）
 9月  愛媛県消防操法伊予地区大会（奇
      数年）
 　　 愛媛県消防操法大会（偶数年）
 　　 女性消防団員全国大会
　　  伊予地区消防団連合会評議員及び
      消防主任会議
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
10月 幹部会（班長以上）

11月 秋季全国火災予防運動
       自治消防55周年大会（平成15年
       度）
       伊予地区消防団連合会評議員及び
       消防主任会議
　　   愛媛県中予支部秋季総会（秋）
       防火パレード．水利調査（分団長以
       上）
 　    火災防ぎょ訓練
　
12月 年末夜警（26日～30日）
 

 1月 各市町村の出初式に分団長以上で
      出席

 2月 機械器具点検（分団長以上）幹部会

 3月 幹部会（班長以上）
  　  出初式リハーサル（全団員）
      出初式準備（分団長以上）
　　  出初式（全団員）
　　  伊予地区消防団連合会評議員及び
      消防主任会議

　消防団役員等研修は、伊予市のみ
行っており、この研修会は廃止する。

消 防団 の諸 行事

10月 消防団幹部（副分団長以上）研修
　　　 （奇数年）
　     地区防災訓練

11月 秋季全国火災予防運動
 　    自治消防55周年大会（平成15年度）
 　    伊予地区消防団連合会評議員及び
       消防主任会議
       愛媛県中予支部秋季総会（秋）

12月 年末特別警戒（25日～30日）
       消防団役員等研修会

 1月 各分団訓練（規律訓練、はしご操
      法、ポンプ操法）
　　  伊予市消防出初式予習
　　  伊予市消防出初式
　　  文化財防災訓練

 3月 春季火災予防運動
　　  防火パレード(車両)
　 　 一般家庭防火診断
　 　 林野火災防ぎょ訓練
　 　 伊予地区消防団連合会評議員及び
      消防主任会議
　
　毎月　消防機械器具の手入れ（毎月第
         1土曜日）
　　　   定例検査、定例幹部会（毎月第1
         日曜日）

【消防団役員等研修会】
  年間の消防業務に対する反省会を部長
以上の夫婦同伴で親睦を図る。

10月　消防団幹部（副分団長以上）研修
        （奇数年）

11月 秋季全国火災予防運動
 　    自治消防55周年大会（平成15年度）
 　    伊予地区消防団連合会評議員及び
       消防主任会議
  　   愛媛県中予支部秋季総会（秋）
　　   中山町消防団幹部会

12月 年末特別警戒（25日～30日）
       冬季早朝訓練

 1月 各分団訓練（規律訓練、はしご操
      法、ポンプ操法）
　　  中山町消防団幹部会
　　  中山町消防出初式
 

 3月 中山町消防団幹部会
　　  消防団幹部研修（偶数年）
　　  伊予地区消防団連合会評議員及び
      消防主任会議

毎週　各分団において機械器具の点検
        整備及び分団会

協議第２０号附属資料

消防団諸行事については、新市において調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
【消防団詰め所】
　9か所
（第1分団　1か所）
（第2分団　1か所）
（第3分団　2か所）
（第4分団　1か所）
（第5分団　1か所）
（第6分団　1か所）
（第7分団　2か所）

【消防車両】
　第1分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
　　小型動力ポンプ　　        1台
  第2分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
    小型動力ポンプ　          1台
  第3分団
　　小型動力ポンプ積載車  2台
    小型動力ポンプ　          2台
  第4分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
    小型動力ポンプ            1台
  第5分団
　　消防ポンプ車               1台
    小型動力ポンプ積載車  1台
    小型動力ポンプ            1台
　第6分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
    小型動力ポンプ　          1台
  第7分団
　　小型動力ポンプ積載車  2台
    小型動力ポンプ            2台
　
  消防ポンプ車は国庫補助事業、小型
動力ポンプ積載車は県補助事業で地
元負担は無し

  消防団詰め所及び消防車両は、当
面現状維持で、新市において配置及
び建設計画書を作成し計画的に進め
る。
　
  小型動力ポンプ積載車について
は、負担割合、負担先について新市
において検討する。

消 防 施 設 等

【消防団詰め所】
　26か所
　（第1分団　5か所）
　（第2分団　8か所）
　（第3分団　7か所）
　（第4分団　6か所）

【消防車両】
　本団
　　防災広報車          1台
　第1分団
　　消防ポンプ車　　　  1台
    小型ポンプ積載車　4台
  　小型動力ポンプ　   4台
  第2分団
　　消防ポンプ車        1台
　  小型ポンプ積載車  7台
  　小型動力ポンプ     7台
  第3分団
　　消防ポンプ車        2台
　  小型ポンプ積載車  5台
  　小型動力ポンプ     5台
  第4分団
　　消防ポンプ車        1台
    小型ポンプ積載車  5台
  　小型動力ポンプ     5台

　国庫補助事業及び県補助事業にて
更新
　小型動力ポンプ積載車は1/2地元負
担

【消防団詰め所】
  6か所
  (第1分団　1か所)
　(第2分団　1か所)
　(第3分団　1か所)
　(第4分団　1か所)
　(第5分団　1か所)
　(第6分団　1か所)

【消防車両】
　第1分団
　　消防ポンプ車　　　        １台
　  小型動力ポンプ積載車  2台
　　小型動力ポンプ　          2台
  第2分団
　　小型動力ポンプ積載車  2台
    小型動力ポンプ            2台
  第3分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
　　小型動力ポンプ　　　　    2台
　第4分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
　　小型動力ポンプ            2台
　第5分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
　　小型動力ポンプ            2台
　第6分団
　　小型動力ポンプ積載車  1台
　  小型動力ポンプ            2台
 

　主に地域環境整備事業補助金
　市町村単独事業

協議第２０号附属資料

消防施設等については、新市において調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第２０号附属資料

消防施設等については、新市において調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

消防事業

【消防水利の基準に基づく双海町内の
防火水槽、消火栓等の現有数】
　防火水槽　40㎥以上　　　34か所
　消火栓　  40㎥以上　 　　12か所
　その他（プール）　 　　      5か所

【消防水利の基準外の双海町内の防火
水槽、消火栓等の現有数】
　防火水槽　40㎥未満  　　11か所
　消火栓　　40㎥未満　　 120か所
　

【防火水槽】
　設置は、区長の陳情書により行う。用
地は地元提供、設置費は、国庫補助事
業費にて行い不足分は双海町一般会
計より支出

【消火栓】
　設置は、区長の陳情書により行う。用
地は地元提供、設置費は、県地域環境
整備事業費及び双海町公共土木建設
事業分担金微収規則により20％地元
負担、不足分は双海町一般会計より支
出

【その他の防火水槽・消火栓】
　国・県等の補助対象外及び承認され
る見込みのない事業であること。補助事
業の対象額は5万円以上200万円以下
とする。用地は地元提供、設置費は、
双海町地域振興事業費補助金交付要
綱により工事費の50％以内を補助す
る。

　消防水利の設置は、地域の要望及
び消防施設整備計画書に基づき計
画的に設置する。
　設置費については、適用できる補
助事業費は使用する。
　
　防火水槽及び消火栓の設置につい
ては、地元負担金は徴収するが、割
合については、新市において検討す
る。

消 防 施 設 等

【消防水利の基準に基づく伊予市内の
防火水槽、消火栓等の現有数】
　防火水槽  40㎥以上　　　　 153か所
　消 火 栓  40㎥以上 　　　 　228か所
　消防井戸  40㎥以上 　   　　　9か所
　そ の 他（プール）     　       　6か所

【消防水利の基準外の伊予市内の防火
水槽、消火栓等の現有数】
　防火水槽  40㎥未満　　      36か所
　消 火 栓　40㎥未満　     　　93か所
　消防井戸　40㎥未満　　  　　 4か所
　
【防火水槽】
　設置は、各地区の要望により行う。土
地は、地元が準備。10分の1地元負担

【消火栓】
　設置は、水道課の工事に合わせ、消
防水利不足場所に設置。伊予市の負
担

【消防水利の基準に基づく中山町内の
防火水槽、消火栓等の現有数】
　防火水槽　40㎥以上　　　　38か所
　消火栓　　40㎥以上　　　 　 6か所
　その他（プール）　　　　　     4か所

【消防水利の基準外の中山町内の防火
水槽、消火栓等の現有数】
　防火水槽　40㎥未満   　　 4か所
  消火栓　　40㎥未満　　　 45か所
 

【防火水槽】
　設置は、各地区の要望により行う。土
地は、地元が準備。10分の1地元負担

【消火栓】
　生活環境課の行う水道工事に合わせ
て設置。全額町の負担
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
【双海町災害対策本部】
　本部長　　　  町長
　副本部長　　 助役、収入役、教育長
　総務班　　　　班長　総務課長
　情報連絡班　班長　地域振興課長
　会計班　　　　班長　出納室長
　調査班　　　　班長　住民税務課長
　救護班　　　　班長　保健福祉課長
　農林水産班　班長　産業課長
　土木建築班　班長　建設課長
　学校教育班　班長　学校教育課長
　社会教育班　班長　社会教育課長
　消防班　　　　班長　消防所長
　

【災害対策本部の設置基準】
　町の地域に災害が発生し、又は発生す
るおそれが生じた場合において、その対
策を総合的かつ迅速に行うため、町長が
必要と認めるときは、災害対策基本法第
２３条及び双海町災害対策本部条例に
基づき、双海町災害対策本部を設置する
ものとする。
①気象業務法に基づく警報が発令され
たとき（津波、大雪、高潮警報を除く）で、
町長が必要と認める場合
②町内に災害対策基本法第２条第１号
に定める場合において、災害対策を総括
的かつ統一的に実施する必要があると認
められる場合

　災害対策本部については、細部に
違いがあるため、合併時に新たに、新
市の実状に適応できる災害対策本部
を創設する。

災 害 対 策 本 部

【伊予市災害対策本部】
本部長　　　     市長
副本部長　　    助役、収入役、教育長
本部事務局長 班長 総務課長
総務班      　  班長 総務課長
情報連絡班　　班長 企画人事課長
会計班　　　　  班長 会計課長
調査班　　　　  班長 税務課長
農林水産班　  班長 農林水産課長
商工班　　　 　 班長 商工観光課長
土木班　　　 　 班長 都市建設課
下水道班　　　 班長 下水道課長
輸送班　　　　　班長 保険年金課長
給水班　　　　　班長 水道課長
避難班　　　　　班長 福祉事務所長
食糧班　　　　　班長 市民課長
救護班　　　　　班長 保険センター所長
衛生・交通整理班 班長 環境保全課長
消防班　　　　　班長 消防長・消防団長
学校教育班　　班長 教育委員会学校教
                            育課長
社会教育班　　班長 教育委員会社会教
                            育課長
応援班　　　　　班長 議会事務局長

【伊予市災害警戒本部（事前配備）】
　市長は、災害対策本部設置前において
も常に気象状況等に注意し、災害が発生
すると予測されるときは、次により災害警
戒本部の体制を整えるものとする。

【災害対策本部の設置基準】
①愛媛県下に気象業務法に基づく警報
が発令され、本部長がその必要を認めた
とき
②市域に災害対策基本法第2条第1号に
定める災害が発生した場合において、本
部長が災害対策を総括的かつ統一的に
実施する必要があると認めたとき

【中山町災害対策本部】
　本部長　　　町長
　副本部長　 助役、収入役
　総務部　　　部長　総務課長
　企画部　　　部長　情報政策課長
　調査部　　　部長　住民税務課長、
                       　  建設課長
　福祉部　　　部長　保健福祉課長
　生活環境部　部長　保健福祉課長、
                        　  生活環境課長
　産業部　　　部長　農林振興課長
　建設部　　　部長　建設課長
　教育部　　　部長　教育長
　消防部　　　部長　消防中山出張所長、
                           消防団長

【災害対策本部の設置基準】
　町災害対策本部は、次の各号に該当
する場合で町長が必要と認めたとき、総
務課又は災害地に設置する。
①気象業務法に基づく警報が発せられ
たとき
②松山気象台で震度4以上の地震を観
測したとき
③町内の河川に洪水予報が発せられた
とき
④水防警報が発せられたとき
⑤その他大雨及び洪水のいずれかの注
意報が発せられた場合等で災害発生の
恐れがあるとき
⑥局地的災害が発生したとき

協議第２０号附属資料

災害対策本部については、合併時に調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

防災事業
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

【協定】
・中予地区広域消防相互応援協定書
・愛媛県消防広域相互応援協定書
・愛媛県消防防災ヘリコプター応援協
定書
・災害時の医療救護に関する協定書
・松山自動車道消防相互応援協定書
・伊予、大洲、上浮穴広域消防相互応
援協定書

　この協定は、大規模災害及び産業
災害等の予防、鎮圧に万全を期し、
合わせて民心の安定を図るため、市
町相互の協力体制を確立し、不測の
事態に対処することを目的とするため
必要であり、新市において早急に再
締結する。災害時の相互応

援 支 援 協 定

【協定】
・中予地区広域消防相互応援協定書
・愛媛県消防広域相互応援協定書
・愛媛県消防防災ヘリコプター応援協
定書
・災害時の医療救護に関する協定書
・松山自動車道消防相互応援協定書

【協定】
・中予地区広域消防相互応援協定書
・愛媛県消防広域相互応援協定書
・愛媛県消防防災ヘリコプター応援協
定書
・災害時の医療救護に関する協定書
・松山自動車道消防相互応援協定書
・伊予、大洲、上浮穴広域消防相互応
援協定書

協議第２０号附属資料

災害時の相互応援支援協定については、新市において速やかに再締結をする。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

防災事業

地域防災計画及び水防計画については、新市において速やかに制度を制定する。

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

地 域 防 災 計 画

【伊予市地域防災計画】
　風水害等対策編、震災対策編、資料
編で構成されている。
　平成14年3月編集

【中山町地域防災計画】
　一般対策編、資料編で構成されてい
る。
　平成15年4月編集

【双海町地域防災計画】
　風水害対策編、震災対策編、資料編
で構成されている。
　平成10年4月編集

　地域防災計画書は、新市の組織体
制・地形・気象・風土に合った、計画
書を新たに策定しなければいけない
が、県との協議が必要なため調整を
しながら、新市において速やかに地
域防災計画書を策定する。
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

防災組織（体制）

協議第２０号附属資料

地域防災計画及び水防計画については、新市において速やかに制度を制定する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

防災事業

〔地域防災計画による〕

【警戒配備（警戒体制）】
1　気象業務法に基づく注意報が発令さ
れ、災害に発展するおそれがある場合
2  その他町長が必要により当該配備を
指令するとき
　 総務課職員
　 災害対策本部は設置されない。

【第1配備（特別警戒体制）】
1  気象業務法による警報が発令された
ときで、町長が必要と認めるとき
2  その他災害が発生し、又は発生する
おそれがあるときで町長が当該配備を指
令するとき
　 所属職員のおおむね3分の1以内で各
班が必要とする人員
　 町長が必要と認めるときは、災害対策
本部が設置される。

【第2配備（非常体制）】
1  相当規模の災害が発生し、又は発生
するおそれがあるとき
2  その他必要により町長が、当該配備を
指令するとき
　 所属職員の概ね3分の2以内で各班が
必要とする人員
　 災害対策本部が設置される。

【第3配備（特別非常体制）】
1  大規模な災害が発生し、又は発生す
るおそれがあるとき
2  その他必要により町長が当該配備を
指令するとき
全職員
　 災害対策本部が設置される。

　防災組織（体制）は、伊予市の配備
体制計画の災害種類別（地震発生
時・風水害等）の防災組織体制にす
る。また、防災組織体制は新市の組
織体制に合った配備体制とするが、こ
の防災組織体制は地域防災計画書
内で策定している。計画書は県との
協議が必要なため調整をしながら、
早急に地域防災計画書を策定する。

［地域防災計画による］
○地震発生時の非常配備体制
【警戒体制】（事前配備）
・中予地方で震度3の地震が発生した場合
配備要員：総務課長及び総務課行政係職
員
【特別警戒体制】
①中予地方で震度4の地震が発生した場合
②津波注意報が発表された場合
【災害対策本部】
【非常体制】
①中予地方で震度5の地震が発生した場合
②これ以下の場合であっても災害が発生し
た場合
③津波警報が発表された場合
配備要員：おおむね3分の2の職員
【特別非常体制】
①中予地方で震度6以上
②これ以下の地震であっても重大な災害が
発生、又は発生するおそれがある場合

○風水害等に対する非常配備体制
【警戒体制】（事前配備）
①注意報及び波浪、大雨、高潮の各警報
が発令され、災害に発展するおそれがある
場合
配備要員：総務・情報連絡・農林水産・土
木・消防の各班
【災害対策本部】
【第1配備】警報が発令されたとき
配備要員：総務課全職員、おおむね3分の
１の職員
【第2配備】
相当規模の災害が発生し又は発生するお
それがあるとき
配備要員：おおむね3分の2の職員
【第3配備】
大規模な災害が発生し、又は発生するおそ
れのあるとき
配備要員：全職員

〔地域防災計画による〕

【事前配備】
1　気象業務法に基づく注意報及び波
浪、大雪、高潮の各警報が発表され、災
害に発展するおそれがあるが、時間、規
模等推測困難な場合
　本部は、総務課職員、農林振興課職
員を配備

【第1配備】
1　気象業務法による警報が発表された
とき（波浪、大雪、高潮警報を除く）
2　その他必要により本部長が当該配備
を指令するとき
　本部は予め指名した概ね3分の2の職
員を配備

【第2配備】
1　相当規模の災害が発生し、又は発生
するおそれがあるとき
2　その他必要により本部長が当該配備
を指令するとき
　本部は予め指名した概ね3分の2の職
員を配備

【第3配備】
1　大規模災害が発生し、又は発生のお
それのあるとき
2　その他必要により本部長が当該配備
を指令するとき
　全職員を配備
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第２０号附属資料

地域防災計画及び水防計画については、新市において速やかに制度を制定する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

防災事業

【事業の目的】
　双海町内には、二級河川が21及び海が
ある。

　水防法第4条に基づき、愛媛県知事か
ら指定された指定水防管理団体たる双海
町が同法第25条の規定に基づき、双海
町の地域にかかる河川または海岸にお
ける高潮、洪水等の水災等に対処し、そ
の被害を軽減することを目的とする。

【事業の概要】
　双海町長は、気象状況等により、洪水
または高潮等により危険があると認めたと
きは、水防本部を設置し、水防事務を処
理するものとする。
　水防については、消防団が水防団を兼
務している。（条例定数　250名）

　土のうは、潮風ふれあい公園・しもなだ
運動公園に備蓄している。
　
【地域防災計画書の水防計画】
1.水防本部の設置及び組織事務分担表
2.水防に関する連絡系統図
3.排水所・水門・スクリーン等の操作.
4.河川等の巡視・警戒
5.水位、潮位、雨量等の観測
6.重要水防区域
7.消防団長の措置
8.警戒区域の設定
9.避難のための退去の指示
10.応援要請
　
【重要水防区域】
  河川7か所
　海岸4か所

　水防計画については、地域防災計
画書で策定する。このため県との協
議が必要なため調整をしながら、新
市において速やかに水防計画書を策
定する。

　重要水防区域の指定は、現行どお
りとする。

水 防 計 画

【事業の目的】
  伊予市内には、二級河川の森川があ
る。

　水防法第4条に基づき、愛媛県知事か
ら指定された指定水防管理団体たる伊予
市が同法第25条の規定に基づき、伊予
市の地域にかかる河川または海岸にお
ける高潮、洪水等の水災等に対処し、そ
の被害を軽減することを目的とする。

【事業の概要】
　伊予市長は、気象状況等により、洪水
または高潮等により危険があると認めたと
きは、水防本部を設置し、水防事務を処
理するものとする。
　水防については、消防団が水防団を兼
務している。（条例定数　411名）

　土のう等水防資器材は消防倉庫に備
蓄している。

【地域防災計画書の水防計画】
1.水防組織
2.水防活動
　1 排水所、水門、スクリーン等の操作
  2 河川等の巡視、警戒
　3 水位、潮位、雨量等の観測
　4 警戒区域の設定
　5 避難のための退去の指示
3.水防活動の応援要請

【重要水防区域】
　河川2か所
　渓流41か所
　ため池21か所
　急傾斜地　危険区域13か所
　　　　　     　危険か所45か所

【事業の目的】
　中山町内には、一級河川中山川と準用
河川が18ある。
　
　水防法第4条に基づき、愛媛県知事か
ら指定された指定水防管理団体たる中山
町が同法第25条の規定に基づき、中山
町の地域にかかる河川の洪水等の水災
等に対処し、その被害を軽減することを
目的とする。

【事業の概要】
　双海町長は、気象状況等により、洪水
等により危険があると認めたときは、水防
本部を設置し、水防事務を処理するもの
とする。
　水防については、消防団が水防団を兼
務している。（条例定数　230名）

　土のうは伊予消防事務組合中山出張
所で備蓄している。

【地域防災計画書の水防計画】
1.水防組織
2.排水所、水門、スクリーン等の操作
3.河川等の巡視、警戒
4.水位、雨量等の観測
5.警戒区域の設定
6.避難のための退去の指示
7.水防活動等
8.水防活動の応援要請

　
【重要水防区域】
　河川１か所
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町
【双海町防災会議】
　会長は、町長をもって充てる。
  委員は、次の各号に掲げる者をもって
充てる。
・1号委員　指定地方行政機関の職員
のうちから町長が任命する者　1人
・2号委員　愛媛県の知事の部局の職
員のうちから町長が任命する者　1人
・3号委員　愛媛県警察の警察官の内
から町長が任命する者  1人
・4号委員　町長がその部内の職員のう
ちから指名する者　11人
・5号委員　教育長
・6号委員　消防団長
・7号委員　指定公共機関又は指定地
方公共機関の職員のうちから町長が任
命する者  1人

【組織】
  専門委員を置くことができる。
  専門委員は、関係地方行政機関の職
員
　愛媛県の職員
　関係指定公共機関の職員
　学識経験のある者
　以上のうちから町長が任命する。

　伊予市の例により新市の組織体制
に合った防災会議を設置する。

防 災 会 議

【伊予市防災会議】
　会長は、市長をもって充てる。
　委員は、次に掲げる者を充てる。
・1号委員　県知事の部内の職員
・2号委員　県警の警察官
・3号委員　助役、収入役、総務課長、
都市建設課長
・4号委員　教育長
・5号委員　消防長及び消防団長
・6号委員　ＮＴＴ、四国電力、日本通
運、伊予医師会、郵便局
・7号委員　市議会議長、市議会総務委
員長、市議会産業建設委員長、広報区
長協議会長、建設業協会伊予市支部

【組織】
　会長　市長

  委員
　　・県知事の部内職員
　　・県警の警察官
　　・市長の部内職員
　　・教育長
　　・消防長及び消防団長
　　・指定公共機関又は指定公共機関
     の職員
　　・知識経験のある者

【中山町防災会議】
　会長は、町長をもって充てる。
　委員は、次に掲げる者を充てる。
・1号委員　指定地方行政機関の職員
のうちから町長が任命する者
・2号委員　愛媛県知事の部内の職員
のうちから町長が任命する者
・3号委員　愛媛県警察の警察官のうち
から、町長が任命する者
・4号委員　町長がその部内の職員のう
ちから指名する者
・5号委員　教育長
・6号委員　消防団長
・7号委員　指定公共機関又は指定地
方公共機関の職員のうちから町長が任
命する者

【組織】
　専門委員を置くことができる
　専門委員は　関係地方行政機関の職
員
　愛媛県の職員
　町の職員
　関係指定公共機関の職員
　関係指定地方公共機関の職員
　学識経験のある者
　以上のうちから町長が任命する。

協議第２０号附属資料

防災会議については、合併時に伊予市の例により調整する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

防災事業
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協 議 項 目

細 項 目

調 整 方 針

事 務 事 業 名

伊予市 中山町 双海町

協議第２０号附属資料

水防協議会は、合併時に廃止する。

各種事務事業（消防防災関係）の取扱いについて

事 務 事 業 の 現 況
具体的な調整内容

防災事業

【双海町水防協議会】
　水防法第26条第1項の規定に基づ
き、水防計画その他水防に関し重要な
事項を調査審議させるために置く。

　水防協議会は、地方分権法により
任意設置となっているため、水防法
第25条に基づき廃止し、防災会議に
一本化する。

水 防 協 議 会

【伊予市水防協議会】
　平成13年度廃止

【中山町水防協議会】
　水防法第26条第1項の規定に基づ
き、水防計画にその他水防に関し重要
な事項を調査審議させるために置く。
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